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環境首都における産業廃棄物処理高度化に向

けた制度のあり方について 

（答申案） 

【説明資料】 

平成２９年１１月
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＜本答申のねらい＞ 

第１章 産業廃棄物処理を巡る本市の現状 

今後の産業廃棄物処理のあり方及びそのための方策について検討を進めるにあた

って、産業廃棄物を巡る本市の現状を整理しています。 

本市の現状（一部抜粋） 
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単位：千ﾄﾝ
上段：平成25年度実績　北九州市（排出量に対する割合）
下段：平成25年度実績　全国（排出量に対する割合）

排出量 自己直接再生利用 再生利用量

最終処分量

処理後再生利用量

処理残渣量

中間処理量 処理後最終処分量

減量化量

直接最終処分量

本市内から排出される産業廃棄物（排出量ベース）

の処理フロー（平成 25 年度）

市内で処理される 

産業廃棄物の内訳 

（平成 25 年度）

 本市内からの産業廃棄物排出量は約 400 万ｔであり、その再生利用率は

46％（全国平均で 53%）、最終処分率は 6%（全国 平均で 3%）。不適正処

理は年々減少傾向。 

 域外搬入分を含む市内での産廃処理量は 500 万 t（自社処理と処理業者

がおよそ半分ずつ）、そのうち処理業者による域外物の処理が全体のおよ

そ４分の１を占める。 

 本市の産業廃棄物処理の許可件数は、収集運搬業が 326 者、中間処理業

が 166 者、最終処分業が５者であり、処理量ベースで計算すると、約 690

億円の市場規模。 

 本市では不法投棄監視の他、紛争予防要綱、広域移動要綱や各種報告制

度によって、適正処理を確保。また、優良認定要綱によって優良な排出

事業者や処理業者を育成。 

 本市では環境未来税を設け、最終処分に対して課税しているが、３Ｒ推

進上の効果は不明確。 

 国において廃棄物処理法・バーゼル法の改正、循環基本計画の改定等が

進行。 

本市が産業廃棄物の分野でも日本の、そして世界のトップランナーになる

ため、単なるごみ処理ではなく、資源循環・気候変動などの環境上の課題

に加え、産業上や地域上の課題の解決にも貢献できるよう、本市の産業廃

棄物処理のあり方の今後のビジョンとそのための方策を示すものです。 
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第２章 本市の強みと今後の課題 

「本市の強みと今後の課題」を４つの観点から整理しています。 

第３章 本市の目指す産業廃棄物処理の方向性 

第２章における本市の強みや課題を踏まえた上で、第３章で、「本市の目指す産業

廃棄物処理の方向性」を 4つの柱に整理しています。  
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第４章 制度見直し等の主な方向性

 第２章に示す本市の強み・課題を踏まえつつ、第３章に示す本市の目指す産業廃

棄物処理のあり方を実現するために、今後、排出事業者・産業廃棄物処理業者及び

産業廃棄物処理全体について、下記のような具体的な制度見直し等を進めていきま

す。 

 産業廃棄物計画制度の拡充 【主にＡ・Ｃ向け※】

現行の多量排出事業者を対象とする産業廃棄物処理計画制度について、対象排

出事業者の拡大や計画記載事項の追加 

 原単位の改善を促す措置 【主にＡ向け※】

原単位目標を上述の処理計画に記載する等、排出事業者の自主的な取組を促進

 優良な排出事業者の評価・認定制度【全ての排出事業者向け※】

３Ｒ・適正処理（トレーサビリティ）・低炭素化・地域貢献等の様々な観点か

ら優良と判断される排出事業者を評価・認定、効果的なインセンティブの付与

 適正な処理委託の推進【全ての排出事業者向け※】

適正処理の指針の作成、排出事業者の処理フロー確認の義務化、優良産業廃棄

物処理業者への委託の推奨、３Ｒアドバイザー等の創設、電子マニフェスト導

入促進等 

 様々な経済的措置【主にＡ・Ｃ向け※】

環境負荷の低減に資する活動に対する経済的助成、環境負荷を生じさせる活動

に対する適正かつ公平な経済的な負担 

※排出事業者の類型に応じて適切な手法を検討 
Ａ：全国的・広域的な事業展開を行っている排出事業者 
Ｂ：地元密着型の排出事業者 
Ｃ：域外で事業活動を行い、本市で産業廃棄物処理を行う（委託する）排出事業者 

排出事業者向けの取組み

産業廃棄物処理業者向けの取組み

 透明性・トレーサビリティの向上 

産業廃棄物処理業者側の現場や処理状況の公開、再生までのトレーサビリティ

を推進するための仕組みや指針の作成 公共部門をはじめとした電子マニフ

ェスト利用促進 

 優良な産業廃棄物処理業者の評価・公表制度や指針・ガイドラインの作成 

３Ｒ・透明性・労働安全衛生・防災・人材育成・雇用・地域貢献等の観点から、

優良な産業廃棄物処理業者の評価・公表制度、効果的なインセンティブの付与

環境・労働安全・防災等の観点を盛り込んだ望ましい処理ガイドラインの作成

 専門性向上・人材育成 

業界団体と協働し、産業廃棄物処理に携わる従業員のスキルアップを図るため

の表彰制度の創設、インターンシップや地元人材への積極的な働きかけ 

 地域での役割発信を通じたイメージアップ 

業界団体と協働し、産業廃棄物処理業が地域社会に果たし得る積極的役割を明

確化し、その発信を行い、イメージアップ、人材確保や他業種との連携、地域

理解等を促進 
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全体の高度化に向けた取組み

 再生利用指定制度やグリーン調達による再生利用推進 

法に基づく「再生利用指定制度」の積極導入、公共工事分野での再生材利用の

促進、民間部門における再生材を利用する排出事業者へのインセンティブ設置

 最終処分場の有効活用 

本市の貴重な空間資産であり、再資源化を推進し、最終処分を可能な限り抑制

するための施策、海面処分場の強みを活かした廃棄物の受入、資源貯蔵庫の観

点 

 国際資源循環の推進 

排出事業者による循環資源としての産業廃棄物の適正輸出や、処理業者による

産業廃棄物の輸入及び海外での事業展開などの支援 

 ＩＣＴ・ＡＩ・ビックデータなどの新技術の導入促進 

単なる処理技術や運用の改善、人材不足解消に留まらず、透明性の向上を通じ

た不適正処理の防止や、資源循環の高度化、新たなビジネス創出など様々な便

益が考えられる。国の支援を活用しつつ導入を促進。 

 行政手続の電子化・合理化 

報告手続の一元化、行政手続の電子化・合理化により、事業者の負担軽減を図

るとともに３Ｒの実態把握や違法行為抽出、マッチング等に活用 

 排出事業者・処理業者・行政等によるマッチング強化や情報共有 

排出事業者と処理業者による意見交換や情報共有を行う場や枠組み 
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（参考）検討部会の委員一覧及び環境審議会・検討部会の開催実績 


